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国土交通大臣から府知事に対しての説明書について 

 
 
【空港戦略室としての見解】 

 
１．地元の緊急共同アピールにおいて指摘した事項について、国交大臣から、文書により、

取組方針が示されたことは、関空の将来の発展方向を明らかにしたものとして評価。 
 
２．関空の課題が関西全体の問題と位置づけられ、「関西プロジェクト」として、国交省が

具体化していく意思を示したことは成果。 
⇒関空の活性化はもとより、関西経済の発展にはずみをつけるもの。 

   
３．関空が、港湾との連携を含め、国際航空物流の拠点として今後展開されていくこと、

また、財務構造の抜本的改善が必要であることが、再度確認できたことも評価。 
しかし、一方で、「低コスト国際物流基地」の具体像、「阪神港との連携」イメージ、

「財務構造の改善」の課題整理（手法、スケジュール、改善規模等）などが説明され

ておらず、その点で、説得力や今後の実行担保性に欠ける。 
⇒引き続き、具体化を強く求めていくことが必要。 

 
４．出入国の拠点空港としての関空への評価がなされていない。２０１０年の羽田・成田

問題に対しての対策等、直接の言及は避けられており、物流での積極的記述に比べる

と、人流について国の関空評価は今一歩。伊丹＝成田問題をはじめ、本邦航空会社に

対する指導も消極的。 
 
 
【今後の対応方針】 
 
（ポイント） 

・ 国が完全ではないが、関空の将来発展方向を示したことへの評価 

・ 連絡橋移管をめぐる国の緊迫性(政治的課題化、予算スケジュール等) 

・ 内容、計画等の具体性に乏しい中での実行担保性の確保 

 

（対応） 

  「連絡橋負担金（国直）」の２０年度執行留保を解除し、２１年度予算については予算

計上を行う。 
 
 （留意点） 

○ ２１年度連絡橋負担金に執行留保を付せるか 
○ ２１年度「護岸整備に係る出資金」の執行留保を解除するか 


